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1.  はじめに 

我が国の鉄筋コンクリート構造（以下、RCと呼称）建

物の構造設計では、一次設計および二次設計の2段階の構

造設計法から成る新耐震設計法（1981年）が用いられて

いる。一次設計ではRC規準1)の改定に伴い最新の研究成果

が反映されてきた。二次設計では、鉄筋コンクリート構

造保有水平耐力計算規準・同解説2)により袖壁付き柱、腰

壁および垂れ壁付き梁および方立壁（以下、二次壁と呼

称）の構造性能評価法が明記されたことで、二次壁を有

するRC建物の耐震性能評価精度の向上が期待されている。 

一方、文献2)では二次壁付き柱・梁の危険断面位置は二

次壁のフェイス位置に定義することが記載されている。

しかしながら、柱・梁に二次壁が取り付く場合は二次壁

による部材の拘束により危険断面位置の変動が明らかと

なっている。例えば、平林らは腰壁による柱への拘束効

果を評価する手法を提案している3)。しかし、同文献に従

い算定した危険断面位置が建物全体の解析結果に及ぼす

影響は不明瞭となっている。 

そこで本研究では、1993年に着工された8階建てRC造建

物を対象に二次壁による危険断面位置を変数とした荷重

増分解析を実施した。本論では、建物の1層に着目した復

元力、各構面の復元力および塑性ヒンジ形成の状況につ

いての検討結果を述べる。 

 

2.  対象建物概要 

写真1に建物外観、表1に対象建物において同形状の数

の多い柱、梁および二次壁の断面詳細、表2に設計図書に

基づく建物重量および図1と図2に建物形状を示す。本研

究対象建物は1993年に高知市内に着工された塔屋付き8階

建ての計10層からなるRC造共同住宅である。東西方向4ス

パンはラーメン構造、南北方向3スパンは耐震壁付きラー

メン構造となっている。本論では東西方向をX軸、南北方

向をY軸と定義する。X1、X3およびX5構面に連層耐震壁、

梁に取り付く腰壁および垂壁、柱に取り付く袖壁および

平面図上のY1構面に方立壁を有する。Y3構面とY4構面の

間にはEVホールを構成する壁板が取り付いている。ここ

で、塔屋部をPH階と呼称する。 

対象建物に使用されているコンクリートの圧縮強度は4

層までが23.5N/mm2、それ以上の層が21N/mm2である。柱

と梁の主筋にはSD345が、その他の鉄筋にはSD295がそれ

鉄筋コンクリート フレームモデル 二次壁 

危険断面位置 荷重増分解析 塑性ヒンジ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 1 建物南東外観 

表 1 代表的な部材 

柱 1 

幅×せい  (mm) 650×650 

主筋  12-D25 

帯筋  2-D13@100  

柱 2 

幅×せい  (mm) 850×720 

主筋  22-D25 

帯筋  5-D13@100 

梁 1 

幅×せい  (mm) 450×750 

主筋  8-D25 

帯筋  2-D13@100 

梁 2 

幅×せい  (mm) 400×700 

主筋  6-D25 

帯筋  2-D13@150 

二次壁  

壁厚  (mm) 150 

縦横筋  D10@100  

開口補強筋(方立壁) 2-D13(縦) 

表 2 建物重量表 

 面積 A 

(m
2
) 

重量 W 

(kN) 

W/A 

(kN/m2) 

ΣW 

(kN) 

PH2 37.9 852 22.5 852 

PH1 37.9 651 17.2 1,503 

8 181.1 2,177 12.0 3,680 

7 181.1 2,627 14.5 6,307 

6 181.1 2,620 14.5 8,927 

5 181.1 2,648 14.6 11,575 

4 181.1 2,698 14.9 14,273 

3 188.2 2,787 14.8 17,060 

2 188.2 2,786 14.8 19,846 

1 188.2 2,958 15.7 22,804 
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ぞれ使用されている。 

 

3.  モデル化方法 

3.1 建物のモデル化 

図3に方立壁のあるY1構面を例とした解析モデルを示す。

解析モデルは3次元立体フレームモデルとした。梁部材は

材端バネモデルに置換した。柱部材は材端部を複数の軸

方向バネからなるマルチスプリング（以下、MSと呼称）

モデルと中央部のせん断バネを有する線材要素に置換し

た。耐震壁およびEVホールを構成する壁部材は両側柱お

よび壁板を3本の線材として表現する三本柱モデルに置換

した。 

腰壁および垂壁の断面性能は梁の一部として、袖壁の

断面性能は柱の一部としてそれぞれ算定した。梁の断面

性能にはスラブ厚さの影響が考慮されている。なお、文

献2)では長さ450mm未満の二次壁は無視するものとなって

おり、本論においてもモデル化していない。ただし、当

該二次壁は危険断面位置の算定には考慮した。方立壁は

前述の柱と同様にモデル化した。柱梁接合部は各部材の

危険断面位置から接合部材せいの1/4倍内側を部材の剛域

として扱った。境界条件として最下層の柱脚はピン支持

とし、各層および床は剛床仮定を適用した。 

解析変数は二次壁の有無および二次壁の拘束による危

険断面位置である。上記の条件で柱、梁および耐震壁の

みをモデル化したものをCase1とした。Case1を基に文献2)

に従い柱および梁を二次壁が取り付く部材としてモデル

化したものをCase2とした。さらに、Case2を基に部材の危

険断面を文献3)に従い変更したものをCase3とした。各

Caseの変数を表3に示す。 

3.2 危険断面位置 

二次壁をモデル化していないCase1の危険断面位置は接

合部材のフェイス位置とした。二次壁をモデル化した

Case2の危険断面位置は文献2)に従い二次壁のフェイス位

置とした。Case3では、二次壁の拘束効果による危険断面

位置の変動をモデル化するために文献3)に従い危険断面位

置を算定した。式(1)は腰壁が取り付く袖壁付き柱におけ

る腰壁コンクリートの圧縮反力、横筋の引張反力、柱の

負担せん断力および曲げモーメントのつり合いにより腰

壁のフェイス位置から危険断面位置までの長さLを導出し

たものである。 

𝐿 = −ℎ0+√ℎ0
2+

2𝑀𝑦

(𝐹𝑐+𝑝𝑤𝜎𝑤𝑦)𝑡
 (1) 

ここで、𝐿：腰壁のフェイス位置から危険断面位置まで

の長さ、ℎ0：反曲点高さ、𝑀𝑦：柱の曲げ強度、𝑝𝑤：腰壁

横筋比、𝜎𝑤𝑦：腰壁横筋の降伏強度、𝑡：腰壁厚さである。 

なお、文献3)は腰壁の取り付く柱を対象としているが、

本論文ではその他の二次壁が取り付く柱および梁の危険

断面位置も式(1)を用いて算定した。 

3.3 部材の復元力特性 

図4に部材の復元力特性モデルを示す。文献2)に基づき

二次壁付き梁および柱部材を示す曲げバネの曲げモーメ

ント－回転角関係およびせん断バネのせん断力－せん断

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 1 階平面 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 材端バネモデル 
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図 1 Y1 および Y3構面の立面 
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表 3 各 Caseの解析変数 

 二次壁 
危険断面

算定法 

Case1 無 文献 2) 

Case2 有 文献 2) 

Case3 有 文献 3) 
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変形角関係はトリリニアモデルで表現した。部材の曲げ

耐力、せん断耐力および降伏点剛性低下率は以下の式

(2)~(8)により算定した。記号の詳細は文献2)を参照された

い。 

〇曲げ耐力 

・中立軸が壁内に存在する場合 

𝑀𝑦 = {𝑎𝑡𝑒(𝑑𝑒−𝑥𝑛)+ 𝑎𝑡2
(𝑑1−𝑥𝑛)

2

𝑑𝑒−𝑥𝑛
+

𝑏𝑐𝑥𝑛
3

3𝑛(𝑑𝑒−𝑥𝑛)
}𝜎𝑦 (2) 

・中立軸が梁内に存在する場合 

𝑀𝑦 = 𝑎𝑡𝑒𝜎𝑦(𝑑𝑒− 𝑥𝑛2) (3) 

𝛼𝑦 = (0.043 +1.64∑𝑛𝑝𝑡 + 0.043
𝑀

𝑄𝐿
) (

𝑑

𝐿
)
2

 (4) 

〇せん断耐力 

𝑄𝑠𝑢 = 𝑄𝑠𝑢𝑤+ 𝑄𝑠𝑢𝑐+0.1𝑁 (5) 

𝑄𝑠𝑢𝑤= {
0.053𝑝𝑡𝑤𝑒

0.23(𝐹𝑐+18)

𝑀

𝑄𝑑𝑤
+0.12

+0.85√𝑝𝑤ℎ𝜎𝑤ℎ𝑦}𝑡𝑤𝑗𝑤 (6) 

𝑄𝑠𝑢𝑐= {
0.053𝑝𝑡𝑐𝑒

0.23(𝐹𝑐+18)

𝑀

𝑄𝑑𝑤
+0.12

+0.85√𝑝𝑐𝑤𝑒𝜎𝑐𝑤𝑦}𝑡𝑐𝑒𝑗𝑐𝑒 (7) 

𝛼𝑦 =
𝑄𝑠𝑢−𝑄𝑐𝑟

0.004G𝐴𝑠−𝑄𝑐𝑟
 (8) 

 

4.  解析結果 

4.1 建物全体の復元力および応答値 

 増分解析によって得られた建物全体の復元力および応

答点を図5に示す。なお、応答点は文献4)に従い検証用地

震動に対する安全限界時の加速度応答スペクトルから算

定した。 

二次壁を考慮したCase2およびCase3は二次壁を考慮して

いないCase1と比べて初期剛性が高い。式(1)により危険断

面位置を算定したCase3は危険断面位置を二次壁のフェイ

スとしたCase2と比べて初期剛性が低い。これは、式(1)に

より危険断面間の距離の増大に伴い剛域の長さが短くな

ったためである。また、Case2の応答点におけるベースシ

アはCase1の応答点におけるベースシアを上回った。Case3

の応答点におけるベースシアはCase2を下回った。 

4.2 各構面の復元力 

 図6に各構面の復元力を示す。二次壁をモデル化してい

ないCase1は二次壁をモデル化したCase2および式(1)によ

り危険断面位置を算定したCase3と比べて、方立壁のある

Y1構面、二次壁の多く取り付くY3構面および1階の圧縮側

柱に袖壁が取り付いているY4構面では剛性および応答点

におけるベースシアが低い。これは、方立壁のモデル化

と二次壁による柱・梁の耐力上昇が応答点におけるベー

スシアの上昇に寄与したものと考えられる。Case3はCase2

のものと比べてY3構面では層間変形角4×10-3radまでの剛

性および応答点におけるベースシアが低い。Y1構面では

Case3における層間変形角6×10-3radまでの剛性はCase2のも

のと比べて低い。しかし、応答点におけるベースシアに

大きな差はみられなかった。また、Y4構面では剛性およ

び応答点におけるベースシアに大きな差は確認されなか

った。これは、同構面では梁に二次壁が取り付いていな

いことにより柱の危険断面位置が変動しないためである。

一方のY2構面では、二次壁が短いため剛域および柱・梁

の耐力に差が生まれず、各Caseの剛性および応答点におけ

るベースシアに大きな差はみられなかった。 

4.3 塑性ヒンジ形成状況 

 応答点におけるY1およびY3構面の塑性ヒンジの形成状

況を図7に示す。ここで、載荷方向は同図のX1からX5の方

向である。 

Case1のY1構面では、1層の柱および基礎梁以外の梁に

曲げ破壊の発生が認められ、梁曲げ破壊型の全体崩壊形

の様相を示した。 

危険断面位置を二次壁のフェイス位置としたCase2のY1

構面では、Case1のものと比べて梁の曲げ破壊の減少およ

び方立壁と圧縮側柱のせん断破壊の発生が確認された。

Y3構面では、Case1のものと比べてX1-X2間の梁曲げ破壊

が生じず、X4とX5の1層の柱にせん断破壊の発生が認めら

れた。これは、二次壁のモデル化に伴いせん断スパンが

短くなり、部材のせん断耐力が曲げ耐力と比べて低くな

ったためである。 

式 (1)より危険断面位置を算定したCase3では、Case2の

ものと比べてY1およびY3構面において柱のせん断破壊か

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 4 復元力特性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 建物の復元力および応答点 
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ら曲げ破壊への移行が確認された。しかし、Y1構面では

方立壁の破壊モードに変化はみられなかった。以上をま

とめると、同Caseの崩壊形は全体崩壊形の様相を示した。 

以上のことより、文献2)に従った二次壁の取り付く建物

のモデル化だけではせん断破壊の発生を示す恐れがある。

しかし、文献2)に文献3)による危険断面位置の算定法を組

み合わせることで全体崩壊形の破壊モードに移行する傾

向が認められた。 

 

5.  まとめ 

 本論では、二次壁およびそれに伴う危険断面位置を考

慮したRC造建物の静的増分解析を行った。本研究より得

られた知見を以下に示す。 

1) 二次壁のモデル化により、建物の初期剛性と応答点

におけるベースシアの増加が確認された。 

2) 文献3)に基づき危険断面間距離を算定した解析ケー

スでは、建物の初期剛性および応答点におけるベー

スシアの減少が認められた。 

3) 本論に示す建物では、二次壁をモデル化したいずれ

のケースにおいても方立壁のせん断破壊の発生が危

惧される。一方で、文献3)に従い危険断面間距離を

算定した解析ケースにおける袖壁付き柱の破壊モー

ドは文献2)に従い算定したケースのものと比べてせ

ん断破壊から曲げ破壊に移行する傾向が確認された。 
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図 6 各構面の復元力および応答点 
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図 7 応答点での Y1および Y3構面の塑性ヒンジ形成状況 
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